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公益財団法人 岩手県水産振興基金 



 

令和６年度(第 12 年度)事業計画 

 

１ 事業方針 

  東日本大震災から 13 年が経過した現在、震災復興は総仕上げの時期となり、三陸沿岸

道路が全線開通するなど、漁村の暮らしや漁業活動にかかる復旧・復興は概ね完了した

ところである。 

  一方、世界的な気候変動及び海況の変化、海水温の上昇等により、本県では基幹魚種

である秋さけをはじめ、さんま、するめいかの漁獲量低迷やＡＬＰＳ処理水の海洋放出、

未だに続くウクライナ紛争に端を発した原油価格や資材価格の高騰により、地元経済で

は大きな打撃となっている。 

また、昨年の生産状況については、主要品目であるわかめ類は、一部の浜で病虫害が

発生し生産量が減少となり、ほたてがいについては、種苗不足やへい死、貝毒による出

荷自主規制などにより生産量が減少するなど、生産現場を取り巻く環境は厳しい状況に

あり、来年度以降も低調な漁況になることが危惧される。 

  このような状況下、当基金においては、これまで地方債等の運用による運用益の確保

を図り、本県漁業振興に資する事業に対する助成事業を行うことで漁業活動を支援して

きたものの、低金利がつづいており、令和元年度に積立てた特定費用準備資金により助

成事業の財源に充てたところである。 

令和６年度においても、厳しい状況が続くことが予想されるが、運用益の確保を図り

つつ、不足部分を同資金及び基本財産の一部を取崩し、助成事業の財源に充てていくこ

とで、引き続き本県水産業の振興安定の一助となるべく活動をしていくこととする。 

 

２ 事業内容 

 Ⅰ 漁 業 振 興 対 策 事 業・・・漁業青壮年組織の研修活動経費に対し助成。 

  Ⅰ－１ 漁業青壮年組織活動支援事業 

   助成団体 ＪＦ岩手漁青連         １件  200,000 円  

            計           １件  200,000 円 

 

 Ⅱ 漁 業 取 締 対 策 事 業・・・密漁の未然防止に資するべく、啓発活動及び監視資材

の作成に対し助成。 

  Ⅱ－１ 密漁防止啓発事業 

   助成団体 岩手県漁業協同組合連合会    １件   50,000 円 

  Ⅱ－２ 密漁監視資材作成事業 

   助成団体 岩手県漁業協同組合連合会    １件  300,000 円  

            計           ２件  350,000 円 
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 Ⅲ 漁業操業安全対策事業・・・漁船の海難事故防止と安全操業に資するべく、研修会

の開催費用や啓発に係る資料・資材の作成費用に対し 

助成。 

  Ⅲ－１ 海難防止啓発事業 

   助成団体 岩手県漁船海難防止・水難救済会 １件  300,000 円  

            計           １件  300,000 円 

 

 Ⅳ 漁業経営安定対策事業・・・小型漁船漁業の漁業調整及び入会調整に資するべく、

漁業調整を行う組織の活動費に対し助成。 

 

  Ⅳ－１小型漁船漁業経営安定対策事業 

   助成団体 岩手県沿岸漁船漁業組合     １件  600,000 円  

            計           １件  600,000 円 

 

 

 Ⅴ 水 産 公 害 対 策 事 業・・・漁場環境の保全や養殖物の安全確保に資するべく、   

以下の事業に対し助成。 

  Ⅴ－１ 石けん利用促進事業 

   助成団体 岩手県漁協女性部連絡協議会   １件  100,000 円 

  Ⅴ－２貝毒検査実施事業 

   助成団体 岩手県漁業協同組合連合会    １件 3,000,000 円  

            計           ２件 3,100,000 円 

 

                                   

         合     計        ７件 4,550,000 円 

 

 

  上記の助成事業については、公募に対する応募のあった助成事業について、去る令和

６年３月５日（火）に開催した当基金令和５年度助成事業選定委員会において、令和６

年度の支払助成金の予算額に沿って、事業の採択と助成額の決定がなされたものである。 
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科　　　　　　目

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　　(１)　経常収益

　　　①　基本財産運用益

　　　　基本財産受取利息     2,839,720     2,782,772          56,948

　　　　基本財産受取配当金       353,218           730         352,488

　　　②　受取寄付金　

　　　　受取寄付金            0            0              0

　　　③　雑収益

　　　　貯金受取利息         4,062           498           3,564

　　　　経常収益計     3,197,000     2,784,000         413,000

　　(２)　経常費用

　　　①　事業費     4,550,000     4,550,000              0

　　　　支払助成金     4,550,000     4,550,000              0

　　　②　管理費       683,000       683,000              0

　　　　役員報酬       200,000       200,000              0

　　　　委託人件費        72,000        72,000              0

　　　　会議費        60,000        60,000              0

　　　　旅費交通費        20,000        20,000              0

　　　　通信運搬費       102,000       102,000              0

　　　　消耗品費        60,000        60,000              0

　　　　印刷製本費        60,000        60,000              0

　　　　燃料費        42,000        42,000              0

　　　　光熱水道費        42,000        42,000              0

　　　　雑　費        25,000        25,000              0

　　　　経常費用計     5,233,000     5,233,000              0

　　　　　当期経常増減額  △ 2,036,000  △ 2,449,000         413,000

　２　経常外増減の部

　　(１)　経常外収益

　　　　過年度修正益            0            0

　　　　経常外収益計            0            0              0

　　(２)　経常外費用

　　　　経常外費用計            0            0              0

　　　　当期経常外増減額            0            0              0

　　　当期一般正味財産増減額  △ 2,036,000  △ 2,449,000         413,000

　　　一般正味財産期首残高   497,753,263   500,202,263  △   2,449,000

　　　一般正味財産期末残高   495,717,263   497,753,263  △   2,036,000

Ⅱ　 指定正味財産増減の部

　　　当期指定正味財産増減額            0            0              0

　　　指定正味財産期首残高            0            0              0

　　　指定正味財産期末残高            0            0              0

Ⅲ　 正味財産期末残高   495,717,263   497,753,263  △   2,036,000

　収　　　支　　　予　　　算　　　書　
(令和６年４月１日から令和７年３月31日まで)

（単位：円）

当年度予算額 前年度予算額 増　　　　減
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（単位：円）

科　　　　　　　　　　　　目 公益目的事業会計 法 人 会 計 合 計 前 年 度 予 算 額 増 減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　　(１)　経常収益

　　　①　基本財産運用益

　　　　基本財産受取利息    2,342,769      496,951    2,839,720    2,782,772       56,948

　　　　基本財産受取配当金      291,405       61,813      353,218          730

　　　②　受取寄付金

　　　　受取寄付金           0           0           0           0           0

　　　③　雑収益

　　　　貯金受取利息        3,351          711        4,062          498        3,564

　　　　経常収益計    2,637,525      559,475    3,197,000    2,784,000      413,000

　　(２)　経常費用

　　　①　事業費    4,550,000    4,550,000    4,550,000           0

　　　　支払助成金    4,550,000    4,550,000    4,550,000           0

　　　②　管理費      683,000      683,000      683,000           0

　　　　役員報酬      200,000      200,000      200,000           0

　　　　委託人件費       72,000       72,000       72,000           0

　　　　会議費       60,000       60,000       60,000           0

　　　　旅費交通費       20,000       20,000       20,000           0

　　　　通信運搬費      102,000      102,000      102,000           0

　　　　消耗品費       60,000       60,000       60,000           0

　　　　印刷製本費       60,000       60,000       60,000           0

　　　　燃料費       42,000       42,000       42,000           0

　　　　光熱水道費       42,000       42,000       42,000           0

　　　　雑　費       25,000       25,000       25,000           0

　　　　経常費用計    4,550,000      683,000    5,233,000    5,233,000           0

　　　　　当期経常増減額  △1,912,475  △  123,525  △2,036,000  △2,449,000      413,000

　２　経常外増減の部

　　(１)　経常外収益

　　　　過年度修正益           0           0           0           0           0

　　　　経常外収益計 0           0           0           0           0

　　(２)　経常外費用

　　　　経常外費用計 0           0           0           0           0

　　　　当期経常外増減額           0           0           0           0           0

　　　当期一般正味財産増減額  △1,912,475  △  123,525  △2,036,000  △2,449,000      413,000

　　　一般正味財産期首残高 410,646,442 87,106,821  497,753,263  500,202,263  △2,449,000

　　　一般正味財産期末残高 408,733,967 86,983,296  495,717,263  497,753,263  △2,036,000

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　当期指定正味財産増減額 0 0           0           0           0

　　　指定正味財産期首残高 0 0           0           0           0

　　　指定正味財産期末残高 0 0           0           0           0

Ⅲ　 正味財産期末残高 408,733,967 86,983,296  495,717,263  497,753,263  △2,036,000

　収　　 支　　 予　　 算　　 書　　 内　　 訳　　 表　
(令和６年４月１日から令和７年３月31日まで)
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1
漁村青壮年組織活
動支援事業

　漁業青壮年組織の活
動を支援し、漁業後継
者育成と漁家生活等の
発展向上を図る。

(1) 研修活動経費の助
成
(2) 魚食普及活動経費
の助成

ＪＦ岩手漁青連 200,000 200,000

2
魚食普及・食育活
動支援事業

　魚食普及活動、食育
活動を通して、岩手県
の水産物の消費拡大を
図る。

　岩手県の水産物を用
いて行う、料理教室、
水産体験学習等に要す
る経費の助成

- - -

（　小　計　） 200,000 200,000

1 密漁防止啓発事業
　密漁防止を啓発し、
密漁を未然に防止す
る。

(1) 密漁防止を啓発す
る研修会の開催費用の
助成
(2) 密漁防止を啓発す
る資料・資材の作成費
用の助成

岩 手 県 漁 業
協 同 組 合
連 合 会

50,000 50,000

2
密漁監視資材作成
事業

密漁監視に係る資材
を作成し、密漁を未然
に防止する。

　密漁監視に使用する
資材の作成費用の助成

岩 手 県 漁 業
協 同 組 合
連 合 会

300,000 300,000

（　小　計　） 350,000 350,000

Ⅲ

漁
業
操
業
安
全

対
策
事
業

1 海難防止啓発事業
　漁船の海難事故防止
と安全操業を確保す
る。

(1) 海難事故防止と安
全操業を啓発する研修
会の開催費用の助成
(2) 海難事故防止と安
全操業を啓発する資
料・資材の作成費用の
助成

岩 手 県 漁 船
海 難 防 止
・ 水 難 救 済 会

300,000 300,000

Ⅳ

漁
業
経
営
安

定
対
策
事
業

1
小型漁船漁業経営
安定対策事業

　小型漁船漁業の他種
漁業との調整及び他県
との入会調整等を行
い、安定した漁獲量の
確保する。

　小型漁船漁業の漁業
調整を行う組織の活動
費に対する助成

岩 手 県
沿 岸 漁 船
漁 業 組 合

600,000 600,000

1
石けん利用促進事
業

　石けんの利用を促進
し、漁場環境等の保護
を図る。

(1) 石けんの利用促進
を図る研修会の開催費
用の助成
(2) 石けんの利用促進
を図る資料・資材の作
成費用の助成

岩 手 県 漁 協
女 性 部
連 絡 協 議 会

100,000 100,000

2 貝毒検査実施事業

　貝類等の貝毒検査に
対し助成を行い、食中
毒事故を防止し、安全
流通を図る。

　ほたてがい、むらさ
きいがいなどの貝毒検
査料、検体の買上費等
の経費に対する助成

岩 手 県 漁 業
協 同 組 合
連 合 会

3,000,000 3,000,000

（　小　計　） 3,100,000 3,100,000

4,550,000 4,550,000合　計

Ⅰ

漁
業
振
興
対
策
事
業

Ⅱ

漁
業
取
締
対
策
事
業

Ⅴ

水
産
公
害
対
策
事
業

 令和６年度(第12年度)助成事業実施計画 

事業名 事業名 事業の目的 事業の内容 申請団体 申請額 助成額
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